
日医発第 1347 号（地域・介護） 

 令和５年１０月２５日 

 
 都道府県医師会 

担 当 理 事 殿 
 

公益社団法人日本医師会    
                           常任理事 江 澤 和 彦 

（公印省略）  
 

 

フリーランス・事業者間取引適正化等法に関する周知等について 

 

 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。  

 さて今般、厚生労働省医政局総務課他より、標記に関する周知方依頼がありま

した。  

 本件は、令和５年５月に「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法

律」（フリーランス・事業者間取引適正化等法）が公布され、令和６年秋頃まで

の施行が予定されていることから、円滑な施行に向け、その内容について周知す

るものです。  

 本法は、従業員を使用せず「個人」として業務委託を受けるフリーランス（特

定受託事業者）と、企業等の発注事業者（特定業務委託事業者）の間の取引の適

正化及びフリーランスの就業環境の整備を図ることを目的としたものです。具体

的な内容につきましては、別添の法律概要・リーフレットの他、以下のホームペ

ージをご参照ください。  

公正取引委員会 https://www.jftc.go.jp/fllaw_limited.html 

 
なお、厚生労働省老健局からも同様の事務連絡が発出されています。また、本

周知は医療分野に限らず、全業種に対して行われるものであることを申し添えま

す。  

 つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知賜りますようよろ

しくお願い申し上げます。  
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事 務 連 絡 

令和５年 10 月 13 日 

 

公益社団法人日本医師会 御中 

 

 

厚生労働省医政局総務課 

内閣官房新しい資本主義実現本部事務局 

フリーランス取引適正化法制準備室 

 

 

フリーランス・事業者間取引適正化等法に関する周知等について 

（協力依頼） 

  

 

日頃より、医療行政の推進に多大なる御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 先般の第２１１回通常国会において、「特定受託事業者に係る取引の適正化等

に関する法律」（フリーランス・事業者間取引適正化等法。以下「本法」といい

ます。）が可決・成立し、令和５年５月１２日に公布されました。 

 

 本法は、個人として業務委託を受けるフリーランス（事業者）と企業などの発

注事業者の間の取引の適正化、フリーランスの就業環境の整備を図ることを目

的とし、 

（１）取引の適正化を図るため、発注事業者に対し、フリーランスに業務委託し

た際の取引条件の明示等を義務付け、報酬の減額や受領拒否などを禁止すると

ともに、 

（２）就業環境の整備を図るため、発注事業者に対し、フリーランスの育児介護

等に対する配慮やハラスメント行為に係る相談体制の整備等を義務付けていま

す。 

 

 本法は、令和６年秋頃までの施行が予定されているところ、施行までの間に、

フリーランス及び発注者側の双方に対して周知広報を行うこととしております。 

 

 つきましては、本法の円滑な施行に向けて、本法の内容を御理解いただき、必

要な準備を進めていただくため、下記のとおり都道府県医師会等に対する周知

について御協力をいただきますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。 
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記 

 

 

フリーランス・事業者間取引適正化等法の周知について 

前述のとおり、本法については、令和６年秋頃までの施行が予定されており、

今後、政省令やガイドラインにおいて具体的な内容が公表されますが、本法に

関係する取引を行っている方は、施行までに必要な準備を行っていただくこと

が重要となります。 

まずは、本法について知りたいという方に向けて、下記ＵＲＬにおいて、本

法の内容について説明した資料、Ｑ＆Ａ、リーフレット、動画などを公開して

おりますので、貴会におかれましても、都道府県医師会等に御案内いただき、

御活用をいただけますと幸いです。 

 

本法の内容に関する御案内 

法律の主要なポイント、動画、Ｑ＆Ａ、リーフレット等はこちらをご覧くださ

い。 

 https://www.jftc.go.jp/fllaw_limited.html 

 ※厚生労働省及び中小企業庁の関連ページにもアクセス可能です。 

 

以上 



我が国における働き方の多様化の進展に鑑み、個人が事業者として受託した業務に安定的に従事するこ
とができる環境を整備するため、特定受託事業者に係る取引の適正化及び特定受託業務従事者の就業環境
の整備を図り、もって国民経済の健全な発展に寄与することを目的として、特定受託事業者に業務委託を
する事業者について、特定受託事業者の給付の内容その他の事項の明示を義務付ける等の措置を講ずる。

特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律案
（フリーランス・事業者間取引適正化等法案）の概要 (新規)

１．対象となる当事者・取引の定義
（１）「特定受託事業者」とは、業務委託の相手方である事業者であって従業員を使用しないものをいう。
（２）「特定受託業務従事者」とは、特定受託事業者である個人及び特定受託事業者である法人の代表者

をいう。
（３）「業務委託」とは、事業者がその事業のために他の事業者に物品の製造、情報成果物の作成又は役

務の提供を委託することをいう。
（４）「特定業務委託事業者」とは、特定受託事業者に業務委託をする事業者であって、従業員を使用す

るものをいう。
※ 「従業員」には、短時間・短期間等の一時的に雇用される者は含まない。

２．特定受託事業者に係る取引の適正化
（１）特定受託事業者に対し業務委託をした場合は、特定受託事業者の給付の内容、報酬の額等を書面又

は電磁的方法により明示しなければならないものとする。
※ 従業員を使用していない事業者が特定受託事業者に対し業務委託を行うときについても同様とする。

（２）特定受託事業者の給付を受領した日から60日以内の報酬支払期日を設定し、支払わなければなら
ないものとする。（再委託の場合には、発注元から支払いを受ける期日から30日以内）

（３）特定受託事業者との業務委託（政令で定める期間以上のもの）に関し、①〜⑤の行為をしてはなら
ないものとし、⑥・⑦の行為によって特定受託事業者の利益を不当に害してはならないものとする。
① 特定受託事業者の責めに帰すべき事由なく受領を拒否すること
② 特定受託事業者の責めに帰すべき事由なく報酬を減額すること
③ 特定受託事業者の責めに帰すべき事由なく返品を行うこと
④ 通常相場に比べ著しく低い報酬の額を不当に定めること
⑤ 正当な理由なく自己の指定する物の購入・役務の利用を強制すること
⑥ 自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供させること
⑦ 特定受託事業者の責めに帰すべき事由なく内容を変更させ、又はやり直させること

３．特定受託業務従事者の就業環境の整備
（１）広告等により募集情報を提供するときは、虚偽の表示等をしてはならず、正確かつ最新の内容に保

たなければならないものとする。
（２）特定受託事業者が育児介護等と両立して業務委託（政令で定める期間以上のもの。以下「継続的業

務委託」）に係る業務を行えるよう、申出に応じて必要な配慮をしなければならないものとする。
（３）特定受託業務従事者に対するハラスメント行為に係る相談対応等必要な体制整備等の措置を講じな

ければならないものとする。
（４）継続的業務委託を中途解除する場合等には、原則として、中途解除日等の３０日前までに特定受託

事業者に対し予告しなければならないものとする。
４．違反した場合等の対応

公正取引委員会、中小企業庁長官又は厚生労働大臣は、特定業務委託事業者等に対し、違反行為につ
いて助言、指導、報告徴収・立入検査、勧告、公表、命令をすることができるものとする。

※ 命令違反及び検査拒否等に対し、50万円以下の罰金に処する。法人両罰規定あり。

５．国が行う相談対応等の取組
国は、特定受託事業者に係る取引の適正化及び特定受託業務従事者の就業環境の整備に資するよう、

相談対応などの必要な体制の整備等の措置を講ずるものとする。

公布の日から起算して１年６月を超えない範囲内において政令で定める日施行期日

概 要

趣 旨



企業が宣材写真の

撮影を委託

消費者が家族写真の撮影を委託

（事業者からの委託ではない）

自作の写真集をネットで販売

（売買であって委託ではない）

フリーランスの取引に関する

新しい法律ができました
「フリーランス・事業者間取引適正化等法」が2023年5月12日に

公布されました。2024年秋頃までに施行予定です。

法律の目的

この法律は、フリーランスの方が安心して働ける環境を整備するため、

①フリーランスの方と企業などの発注事業者の間の取引の適正化 と

②フリーランスの方の就業環境の整備

を図ることを目的としています。

法律の適用対象

発注事業者とフリーランスの間の「業務委託」に係る事業者間取引

フリーランス 業務委託の相手方である事業者で、従業員を使用しないもの

発注事業者 フリーランスに業務委託する事業者で、従業員を使用するもの

※ 一般的にフリーランスと呼ばれる方には、「従業員を使用している」「消費者を相手に取引をしている」

といった方も含まれますが、この法律における「フリーランス」には該当しません。

例：フリーランスとして働くカメラマンの場合

⚫ この法律上は、フリーランスは「特定受託事業者」、発注事業者は「特定業務委託事業者」とされていますが、この

リーフレットでは伝わりやすさを優先し、それぞれ「フリーランス」、「発注事業者」と表現しています。

⚫ 「従業員」には、短時間・短期間等の一時的に雇用される者は含まないこととしており、具体的には、「週労働20時間

以上かつ31日以上の雇用が見込まれる者」を「従業員」とすることを想定しています。

⚫ なお、契約名称が「業務委託」であっても、働き方の実態として労働者である場合は、この法律は適用されず、労働基

準法等の労働関係法令が適用されます。

企業

(従業員を使用)

フリーランス
(従業員を使用していない)

この法律の対象

消費者

消費者・企業

(不特定多数)

この法律の対象外



①

⚫ この法律は、2024（令和6）年秋ごろまでの施行を予定しており、従業員の範囲や継続的業務委託の具体的な期間、発

注事業者の義務の具体的な内容などは、施行までの間に、政省令・告示などで定められる予定です。

⚫ 詳細な法律の内容については、関係省庁のホームページをご覧ください。

⚫ 項目①～③については、公正取引委員会・中小企業庁、

項目④～⑦については、厚生労働省

までお問合せください。

※継続的業務委託：一定の期間以上行う業務委託のこと。具体的な期間については、今後、政令で定められる予定です。

法律の内容

発注事業者が満たす要件に応じてフリーランスに対しての義務の内容が異なります。

公正取引委員会 中小企業庁 厚生労働省

発注事業者 フリーランス

• 業務委託の相手方である事業者

• 従業員を使用していない

◼ フリーランスに業務委託する事業者

◼ 従業員を使用していない

◼ フリーランスに業務委託する事業者

◼ 従業員を使用している

◼ フリーランスに業務委託する事業者

◼ 従業員を使用している

◼ 継続的業務委託※をする

①、②、④、⑥

①、②、③、④、
⑤、⑥、⑦

義務項目

義 務 項 目 具 体 的 な 内 容

①
書面等による取引条件

の明示

業務委託をした場合の、書面等による「委託する業務の内容」「報酬の額」「支払期

日」等の取引条件を明示すること

②
報酬支払期日の設定・

期日内の支払

発注した物品等を受け取った日から数えて60日以内の報酬支払期日を設定し、期日内

に報酬を支払うこと

③ 禁止事項

フリーランスに対し、継続的業務委託をした場合に法律に定める行為をしてはならな

いこと

例えば、フリーランスに責任がないにもかかわらず、「発注した物品等を受け取らないこと」、

「発注時に決めた報酬額を後で減額すること」、「発注した物品等を受け取った後に返品するこ

と」などが禁止されます。

④ 募集情報の的確表示
広告などにフリーランスの募集に関する情報を掲載する際に、

• 虚偽の表示や誤解を与える表示をしてはならないこと

• 内容を正確かつ最新のものに保たなければならないこと

⑤
育児介護等と業務の

両立に対する配慮

継続的業務委託について、フリーランスが育児や介護などと業務を両立できるよう、

フリーランスの申出に応じて必要な配慮をしなければならないこと

例えば、「フリーランスが妊婦検診を受診するための時間を確保できるようにしたり、就業時間

を短縮する」、 「育児や介護等と両立可能な就業日・時間としたり、オンラインで業務を行うこ

とができるようにする」といった対応が想定されます。

⑥
ハラスメント対策に

係る体制整備

フリーランスに対するハラスメント行為に関する相談対応のための体制整備などの措

置を講じること

例えば、「従業員に対してハラスメント防止のための研修を行う」、「ハラスメントに関する相

談の担当者を決める」、「ハラスメントが発生した場合には、迅速に事実関係を把握する」など

の対応が想定されます。

⑦ 中途解除等の事前予告
継続的業務委託を中途解除したり、更新しないこととしたりする場合は、原則として

30日前までに予告しなければならないこと


